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日本における 2018 年相続法改正




本稿は、2018 年に改正された日本の相続法（2018（平成 30）年⚗月 13































（諮問第 100 号）をし、2015 年⚔月に法制審議会民法（相続
関係）部会が設置され、同部会による調査・審議が 2018 年⚑月まで行
われた。2018 年⚒月に同部会は改正要綱案を法務大臣に答申し、同年









式緩和（2019 年⚑月 13 日から施行）、二⚑で取り上げる配偶者の居住に関
する権利（2020 年⚔月⚑日から施行）、二⚓⑵で取り上げる遺言書保管法























































































































































































































































































































































































































































































































































































































⚑） 最大決 2013（平成 25）年⚙月⚔日民集 67 巻⚖号 1320 頁。
⚒） 堂園幹一郎＝野口宣大編著『一問一答新しい相続法──平成 30 年民法等（相
続法）改正、遺言書保管法の解説』⚕頁（商事法務、2019 年）。






⚔） 債権法改正（2017（平成 29）年⚖月⚒日法律第 44 号）に伴う改正規定（998



























13） 最判 1954（昭 29）年⚔月⚘日民集⚘巻⚔号 819 頁等参照。






























































た最判 1999（平 11）年 12 月 16 日民集 53 巻⚙号 1989 頁を、取引の安全の確保
等の趣旨から変更するものである（傍点筆者）。








価額のうち受遺者の遺留分額を超える部分のみが、2018 年改正前の 1034 条にい
う目的の価額に当たるとした最判 1998（平 10）年⚒月 26 日民集 52 巻⚑号 274
頁を反映したものである。
29） 特定財産承継遺言による権利承継の対抗については最判 2002（平 14）年⚖月
10 日家月 55 巻⚑号 77 頁、相続分の指定による権利承継の対抗については最判
1993（平⚕）年⚗月 19 日家月 46 巻⚕号 23 頁。
30） 前掲注⑵・160-161 頁。
31） 前掲注⑵・169-172 頁。これは、2018 年改正法と同旨の最判 2009（平 21）年
⚓月 24 日民集 63 巻⚓号 427 頁を反映したものである。
32） 前掲注⑵・173-175 頁。
33） 神戸家豊岡支審 1992（平⚔）年 12 月 28 日家月 46 巻⚗号 57 頁、東京家審




















〇 2018 年改正法：2018 年⚗月 13 日法律第 72 号による改正民法（相
続関係）
○遺言書保管法：「法務局における遺言書の保管等に関する法律」



















































































































































⑵遺産分割前の預貯金債権の払戻し：最大決平 28 年 12 月 19 日民集







































































































































→最判昭 43 年⚕月 31 日民集 22 巻⚕号 1137 頁を明文化。




























わずに原則として算入するとしてした最判平 10 年⚓月 24 日民集
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〔最判平 14 年⚖月 10 日家月 55 巻⚑号 77 頁〕、相続分の指定〔最
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めるという構成が取られていた（神戸家豊岡支審平⚔年 12 月 28
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